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研究成果の概要（和文）：　本研究は、ユニバーサル化した第三段階教育システムを対象とし、大学型・非大学
型の教育プログラム単位での機能的分化と質保証のあり方を探究した。
　教育の目的・方法・統制の観点で、学術型とキャリア・職業型の教育を実証的に把握した。（1）共同IR型卒
業生調査から学修成果の修得と活用、コンピテンシーの必要と修得という2つのベクトルがみられた。(2)非大学
型教員調査の結果から機関の職業・地域志向性と個人の研究志向性との葛藤がみられた。(3)WILなどカリキュラ
ム調査から教育高度化と内外ステークホルダー関与の方向性について、分野別の特徴を把握した。（4）国家学
位資格枠組（NQF)から日本への示唆が得られた。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to explore how functional differentiation and quality 
assurance of education programmes at universities and non-universities should be respectively in 
universal tertiary education systems.
From the perspective of objectives, methods and governance of education, each education of academic 
type and career-oriented one was understood empirically. According to the graduate survey aiming at 
cooperative IR activities, two vectors meaning the application of acquired learning outcomes and 
acquisition of competencies needed for jobs were found. The survey for teaching staffs at 
non-universities showed their conflict that occurred between career and regional orientation by 
their institutions and research orientation by themselves. Based on the results of curriculum survey
 like WIL, sectoral features about upgrading of education and the relationship with stakeholders 
became apparent. National Qualifications Framework would provide implications for the feasibility in
 Japan.

研究分野：教育社会学
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ー　職業統合的学習（WIL)
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
先進諸国の高等教育システムは、マス化・
ユニバーサル化し、量的拡大と質的多様化が
進んでいる中、大学セクターの拡大とともに、
1970 年代以後、非大学セクターが発達してい
る。また、一部で非大学セクターからは大学
セクターへの転換・昇格が進展し、大学セク
ターに対して、キャリア教育・職業教育への
要請が強まり、高等教育の周縁拡大と輪郭曖
昧化という問題状況を生じている。また、中
等教育との接続関係も変化している。そのた
め高等教育と理解するよりも、「第三段階教
育」としての把握が不可欠となっている。 
こうした現実と関わって、1971 年の中教審
46 答申以後、さまざまの機能的分化のモデル
が政策的に提起されてきた。しかし、その適
否を把握するための実証的研究が不足し、と
りわけ非大学セクターを含めた教育軸に応
じた機能的類型把握が欠けていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、ユニバーサル化した現代日本の
第三段階教育システムを対象とし、大学型と
非大学型セクター間での、また各セクター内
での機能的分化と質保証の探究を目的とし
た。特に教育の質保証の 3つの次元＜目的＞
＜方法＞＜統制＞（吉本 2009）に対応して、
①教育目標としての学修成果とコンピテン
シー、②職業統合的学習などキャリア・職業
教育のカリキュラム上の位置づけ、③教職員
や企業、職能団体等の内外ステークホルダー
の関与について、実証的把握を目指した。 
また、これらの研究と並行して、国際的な
学位・資格枠組みや質保証の諸制度・政策の
調査を行い、日本の第三段階教育の機能的分
化を巡る制度・政策動向と比較考察した。 
 
３．研究の方法 
(1)各専門分野の学修成果と卒業生のコンピ
テンシーを把握し、また大学教育に対する評
価を検討するため、卒業直後から卒業後 10
年目までの大学卒業生を対象とするウェブ
型卒業生調査を実施した（椿明美・札幌国際
大学短期大学部教授の 2011-2013 年度科研・
基盤研究 B：課題番号 23330246、「大学から
職業への移行を促すインターンシップを軸
としたキャリア教育研究」と共同実施）。こ
の調査には、私立 5大学が参加し、調査結果
を共同 IR 活動として共同で分析し、各校の
教育改善のデータ活用を進めた。調査枠組み
には、「大学から職業への移行」、「初期キャ
リア形成」という学術的課題解明にとどまら
ず、在学時の出身大学の教育・学習経験に対
する、大学のステークホルダーでもある卒業
生からみた点検・評価という実践的な IR 活
動のモデルを検討するという、政策科学的な
位置づけを有している。特に、点検・評価か
ら教育改善へのサイクルに如何に結びつけ
るのか、そのアプローチの可能性を探究する
ことを目指し、卒業生調査を IR 活動の一貫

として活用する可能性とそのモデルの探究
を行った。そのため、本調査システムでは、
進路や学修成果等にかかる調査項目の多く
で、設問順序や選択肢の構造など、専攻分野
や個人基礎属性、進路や現状に対応してカス
タマイズした。調査実施は 2013 年 12 月～
2014 年 7月、大学から最低 3回の卒業生への
コンタクト（督促ハガキなど）を行い、有効
回答数 672、有効回収率は 10.8％であった。 
 
(2)分野別の学位プログラム・カリキュラム
の実態把握のため、国家資格を軸とした保
育・看護等の「資格系」分野、工業系分野、
ビジネス系やデザイン系などの「非資格系」
分野に焦点をあて、非大学型・大学型など 80
機関・団体の訪問によるカリキュラム等の事
例調査を行い、その特色を分析した。 
調査事項として、教育目標における学修成
果、それに対応する教授学習の方法、特に職
業統合的学習（WIL：Work Integrated 
Learning）、そして目的方法等の設定や運用に
かかる内外ステークホルダーの関与につい
て、その特長を明らかにするため、資料収集、
インタビューを行った。それらの調査結果と、
国際的な教育訓練の標準的な分類を踏まえ
て、第三段階教育における学術や職業への志
向性の構造やその変動モデルを検討し、全体
として国際的に位置づけるための、教育訓練
専門分野分類モデルを検討した。 
 
(3)内外ステークホルダーの教育への関与に
ついては、第一に、短大・専門学校の教員調
査データ（機関数 572、教員数 3,475）をも
とに、非大学型高等教育教員（本務・兼務）
の学術や職業にかかる経験、組織内での諸職
務の分担、各人の職務遂行能力、機関の特性
や専門教育の分野にかかる教育志向性など
の把握・分析を行った。また、それらを踏ま
えて、職業教育や地域貢献などの機能別分化
を期待される大学を対象として、職業教育や
地域連携に関わる教員像を検討し、ウェブ型
調査のモデルを開発した（稲永由紀・筑波大
学講師の 2016 年度からの科研・基盤研究 C：
課題番号 16K04599、「地域・社会連携を通し
た高等教育の多様なイノベーションとその
成立要因に関する研究」と共同実施）。 
第二に、企業・経済団体や職能団体などの
学外ステークホルダーについて、IT 分野など
の成長分野に対象を絞り、IT システム開発部
門やシステム導入部門などの人材養成の違
い、ITSS などの参照基準の適切性について、
訪問調査による事例研究を行った。 
 
(4)教育の学修成果を重視する質保証の仕組
みとして、21世紀に入り世界 150 カ国以上で
展開・導入が進む「国家学位資格枠組
（National Qualifications Framework：NQF）」
に焦点をあてて国際比較調査を実施した。
1990年代から導入の第1世代となったアング
ロサクソン諸国、その後に拡大する欧州各国



やアジア諸国など第 2世代を対象として、第
三段階教育、職業教育研究、質保証にかかる
各国機関や国際機関の訪問調査を行い、日本
における参照・導入可能性の検討を行った。 
 
４．研究成果 
(1)卒業生調査の結果から、大学及び学術的
教育プログラムと非大学及び職業・専門教育
プログラムにおける、教育の学修成果と職業
のコンピテンシーとの対応関係についての
モデルを検討した結果、図 1のように、理念
型としてみれば、「修得から活用へ」と「必
要から修得へ」という原理的に異なるベクト
ルをもつことが明らかになった（図書⑤）。  

 とはいえ、個々の教育プログラムでは、そ
の両側面が複合的に用いられており、特に大
学・学術モデルにおいても、卒業生の進路実
態・評価を踏まえて、一定範囲を関連分野と
して把握できること、その範囲の職業からの
必要が想定できることが明らかになった。 
 また、共同 IR においては、学生・卒業生
にかかる 2 つの成果指標（両者の非一貫性）
の総合的把握の重要性が明らかになった。す
なわち、各人の職業キャリアの評価と、卒業
した教育機関への満足度評価である。後者の
満足度に限れば、卒業時点、あるいは在学生
調査で十分とも考えられるが、本調査のよう
に長期的スパンで把握してみると、満足度も
卒業後の年数経過とともに変化している。他
方で、職業移行を調査する場合にも、卒業直
後の就職実績や早期離職にとどまらず、教育
の成果を把握するためには、卒業後 10 年の
初期キャリアを把握することが有効である
ことが確認された（雑誌論文②）。 
 
(2)教育プログラムの国際的浸透可能性にか
かる課題として、国際教育標準分類（ISCED）
のもとでの教育訓練の専門分野分類を参照
し、日本の学校種ごとに個別に展開している
教育分野分類を再編成し、学校種間・国際的
通用性をもつ「EQ 教育訓練分野分類」（全 11
分野 92 細分野）を開発した（表 1）。 
この共通分類を用いることで、学校種間で
の入学者動向変動の解明が可能となり、社会
科学・ビジネス・法律分野では 1990 年代か
ら短大・専門学校から大学への進学代替傾向
が進み、他方、医療・保健分野でも専門学校
も補完的に規模拡大が進んでいることなど
が明らかになった。また、分野別の教育プロ

グラム・カリキュラム調査の結果から、目的
設定や教授学習方法への統制に関する、外部
統制（国家、使用者、専門職者、労働者、学
習者、市場）と内部統制（学校、教員）など、
内外ステークホルダーの関与の程度が教育
の高度化とともに変化することが明らかに
なり、図 2（図書④）のようにモデル的に教
育訓練分野をマッピングした。 

 
(3)非大学型教員調査の分析から、教員の経
験と能力の対応とギャップ、個人のアイデン
ティティと機関としての教育課題など注目
すべき知見が得られた。特に、機関側として
短大・専門学校では共通にキャリア・職業教
育を重視し、教員もその志向性を共有してい
る。ただし、短期大学の場合、大学との同等
性を期待し研究志向の教員もおり、コミュニ
ティのカレッジ理念との葛藤を生じる懸念
もみられる。現実の学術研究環境は限定的で
あり、学術研究実績も大学と大きな開きがあ
る。他方、職業教育のための職業実務経験の
重要性も両学校種で広く理解されており、専
門学校教員で「実務卓越型教員」が多く採用
されているのに対して、短期大学ではそうし
た教員が不足していた（図書①）。 
 
(4)国際的な職業教育基準と国家学位資格枠
組（NQF）による教育の質的認定（Quality 
Endorsement）をめぐっては、UNESCO(2015)
が、『技術教育および職業教育（Technical and 
Vocational Education and Training：以下 TVET
と略）に関する勧告』を 15 年ぶりに改訂し、
『質とレリバンス』という勧告の柱として、



国家学位資格枠組（NQF）の導入を推奨して
いる。NQF は、教育訓練の水準を縦軸で、制
度・教育プログラムの志向性を横軸で表現す
るマトリクス上に、国内の全ての教育訓練プ
ログラムと学位・資格等を位置づける制度で
あり、そのマトリクス記述は、学修成果の説
明指標（レベルディスクリプタ）でなされる。 
東アジアにおいては、家産官僚制的制度の
下で人文的素養や知的水準を重視する人材
登用システムが発達し、現代的には学歴主義
の傾向が強い中で、韓国においては、21世紀
に入って、韓国職務能力制度（NCS）が開発
されてきた。日本における NQF の萌芽的制度
と位置づけられる職業能力評価基準の開発
と同じ時期にスタートしていた。韓国では、
大統領の指揮下で広範な労働人口に適用可
能な労働政策の展開と、教育機関の現場活用
を促進する教育政策が相乗的にこの制度を
普及させ、韓国版 NQF への開発が進められて
いる。日本でも、メンバーシップ型労働市場
が NQF 策定に大きな障壁であるが、そうした
困難が予想されるビジネス分野の事務系職
種において職業能力評価基準策定が進んで
いることも確認された（雑誌論文③）。 
また、卒業生調査や職業統合的学習のアプ
ローチを踏まえ、日本における学修成果アプ
ローチにおいては、アジアでの NQF の試行的
開発や日本の職業能力評価基準等の事例を
参照し、「知識」「技能」「態度」「応用」とい
う 4つの次元（タキソノミー）の適切性が確
認された。 
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